
 

平成２５年度当初予算 選択・集中プログラム取組概要 
 

 

 

 

南部地域において、あらゆる世代の人びとが生まれ育った地域に住み続けたいという思いがかなう

ように、若者の働く場が確保され、安心して住み続けることのできる地域社会が形成されています。 

 めざす姿の実現に向けて、４年後には、市町と連携して若者の雇用の確保や、定住の促進などの取

組を進めるための仕組みが構築されています。 

 

 

 

 ※各指標のＨ23 年度数値は現状値 

 

目標項目の説明 

南部地域の市町における 25 歳～34 歳人口を 20年前の 5歳～14歳人口で除した値 
 

 
・ 南部地域活性化基金（以下「基金」という。）を活用した事業化や集落支援モデル構築事業の協

議等を行うため、５月に「南部地域活性化推進協議会（以下「協議会」という。）」を 13 市町、

有識者の参画を得て設置し、市町との連携体制を構築しました。協議会では、基金を活用した

具体的な取組等の検討を進める場として、４つの部会（①集落支援・空き家活用、②移住・交

流、③観光・交流、④起業支援）を設置し、現在、市町と協議を重ねているところです。 

・ 協議会において、８月には、基金を活用した事業計画案２件（①「紀南農業・農村担い手対策

事業（熊野市、御浜町、紀宝町）」、②「漁業の担い手育成事業（志摩市、尾鷲市）」）の協議・

認定を行いました。 

・ 南部地域では、働く場の確保が大きな課題であることから、地域資源を活用した取組を進める

事業者と連携して、雇用の創出を図っています。 

・ 南部地域への移住を促進するため、三大都市圏における「移住フェア」を開催することとし、

市町と取組を進めています。 

・ 南部地域では、集落機能が弱くなっている地域が増えていることから、モデル地域を選定し、集

落機能を維持するための取組を市町・大学と連携して進めています。平成 24 年度は尾鷲市早田

および近隣集落と志摩市渡鹿野島において取組を進めるとともに、南伊勢町、紀北町、御浜町に

おいて、平成 25 年度に取り組むモデル地域の選定（各町１地域）を進めています。 

・ 複数市町の連携による若者の働く場の確保や定住の促進に資する事業について、基金をさらに

活用して具体化を図る必要があります。 

・ 東紀州地域の観光や産業の振興による活性化を図るため、東紀州観光まちづくり公社において、

観光振興、産業振興およびまちづくりの取組を進めています。また、熊野古道センターにおいて

熊野古道を中心とする企画展を開催するとともに、紀南中核的交流施設において、熊野里人市の
開催や３周年記念宿泊プランの販売など集客交流に取り組んでいます。今後、さらなる集客促進
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南部地域活性化プログラム        （主担当部局：地域連携部） 



 

を図るため、関係機関との連携を強化し、より効果的に事業に取り組んでいく必要があります。 
・ 紀伊半島大水害からの復興を進めるため、７月に「第 22 回世界少年野球三重・奈良・和歌山大

会」を開催するとともに、９月には、「紀伊半島大水害復興イベント～行ってみよら♪東紀州元

気祭～」を開催しました。 
・ 東紀州地域において、木質バイオマスを安定的に供給できる体制の構築に向け、新たに取り組み

始めた「尾鷲木材市場協同組合」および「三重くまの森林組合」に対して、林地残材の搬出支援

を行っています。今後も、安定供給体制の構築に向けた取組を進める必要があります。 
・ 平成 26 年の熊野古道世界遺産登録 10周年を迎えるにあたり、東紀州地域５市町とともに「世界

遺産登録 10周年事業企画委員会」を７月に立ち上げ、今後の事業実施に向けた検討・準備を進

めており、早急に平成 25 年度以降の計画を策定する必要があります。 
・ 知事を本部長とする部局横断組織「南部地域活性化推進本部」を設置し、南部地域活性化に向けた

取組について情報を共有するとともに、基金事業の具体化に向け関係部局と連携を図っています。 

 

 
   協議会の各部会等を通じ、市町や大学との連携を深め、共通課題の解決に向けた取組や基金を活
用した事業の具体化を図り、南部地域における若者の働く場の確保や定住を促進する取組等を、関

係市町等とともに進めます。 

また、地域外からの移住・定住に向けた情報発信事業などを展開するとともに、市町・大学と連

携し、集落機能を維持するための取組を進めます。 

 東紀州地域の活性化については、引き続き東紀州観光まちづくり公社、熊野古道センター、紀南

中核的交流施設において、観光・産業振興等の取組を進めていきます。 

  また、木質バイオマスを安定的に供給できる体制を構築するため、「尾鷲木材市場協同組合」お

よび「三重くまの森林組合」に対して、林地残材の搬出支援を引き続き行っていきます。 

  加えて、平成 25 年度は、式年遷宮や高速道路の概成に加え、世界遺産登録 10 周年の前年度にあ

たることから、観光キャンペーンや 10 周年のプレイベントを実施するなど次年度の誘客に向けた

積極的な情報発信に取り組むとともに、世界遺産登録10周年事業の準備を着実に進めていきます。 

 なお、南部地域の市町が抱える課題等について、関係部局と常に情報を共有し、南部地域の活性

化に向けた取組を、関係部局の施策や基金を有効に活用しながら実施します。  

 

 
 

＜実践取組１＞若者の働く場の確保、定住を進めます！ 

 

 
●南部地域活性化基金積立金 

   予算額：(24) ５５，０００千円 → (25)  ５０，０００千円 

   事業概要：南部地域における働く場の確保や定住を促進するため、地域や市町のニーズに応じ

て、複数の市町が連携して取り組む事業等を行うための基金を積み立てます。 
 
●（新）幹線道路を活用した誘客促進事業 

   予算額：(24)       ―  千円  → (25)  １２，７３８千円 

   事業概要：複数市町が連携して取り組む幹線道路（サニーロード、Ｒ42 号）を活用した誘客促

進の取組について、南部地域活性化基金を活用して支援します。 

 

平成 25 年度の取組方向 

主な事業 

地域連携部 



 

●（新）地域資源を活用した雇用創出事業 

   予算額：(24)       ―  千円  → (25) １７，５００千円 

   事業概要：地域資源を活用して新しい事業展開や事業拡大を行う事業者に対し、南部地域活性

化基金を活用して、新たな雇用の創出を支援します。 
 
●（新）企業立地セミナー開催事業 
  予算額：(24)       ―  千円  → (25)  ２，２７５千円 
事業概要：南部地域における企業誘致を促進するため、複数市町が連携して取り組む、都市部

での企業立地セミナーについて、南部地域活性化基金を活用して支援します。 

 
●南部地域活性化推進事業（総合調整事業） 

   予算額：(24)  ９，０００千円  → (25)  ７，３５４千円 

   事業概要：南部地域の働く場の確保や定住の促進に向け、地域住民の主体的な取組や複数の市

町が連携した取組を支援するとともに、三大都市圏において「移住フェア」を開催

するなど、移住・定住促進に向けた情報発信等を行います。 

 

●集落支援モデルの構築事業 

   予算額：(24)  ５，０００千円  → (25)  ５，４３８千円 

   事業概要：集落機能を維持するため、市町・大学と連携して、モデル地域において集落が抱え

る課題に対する地域住民の主体的な取組を支援します。 

 

＜実践取組２＞東紀州地域の紀伊半島大水害からの復興を進めます！ 

 

 

●東紀州観光まちづくり推進事業 

   予算額：(24) ２０，０７８千円 → (25)  ２０，０７８千円 

   事業概要：東紀州観光まちづくり公社において、観光商品づくりやエージェントセールスなど

により集客交流を図ります。また、物産展のアテンド等を通じた販路開拓や地域の

人びとによる自主的な地域づくりを支援します。 

 

  ●（新）熊野古道世界遺産登録 10周年事業 

   予算額：(24)       ―  千円 → (25) ２９，６７３千円 

   事業概要：地域や関係機関と連携して、熊野古道世界遺産登録 10 周年のプレイベントなど次

年度の誘客に向けた情報発信に取り組むとともに、10 周年事業の準備を行います。 

 

 

●新たな木質バイオマス供給拠点づくり事業（再掲） 

   予算額：(24) ７，５００千円 → (25)  ９，５６４千円 

   事業概要：木質バイオマスを安定的に供給できる体制を構築するため、高性能林業機械のリー

ス費用を支援するとともに、東紀州から松阪までの輸送経費相当額の支援を行います。 

 

＜実践取組３＞総合的・横断的な事業推進をします！ 

南部地域の活性化に向けた課題は幅広い分野にかかわることから、関係市町、県庁各部局と連

携しながら、効果的・効率的な事業展開を進めます。 

地域連携部 

農林水産部 


